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１．ＩＴ導⼊補助⾦2022の概要
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 ＩＴ導⼊補助⾦は、中⼩企業等の⽣産性向上を実現するため、業務効率化や⾃動化を
⾏うＩＴツール（ソフトウェア、アプリ、サービス等）の導⼊を⽀援する補助⾦

■補助事業者（申請の対象となる事業者）
中⼩企業・⼩規模事業者等（飲⾷、宿泊、⼩売・卸、運輸、医療、介護、保育等のサービス業の他、製造業や建設業も対象）

業種分類
資本⾦ 従業員
資本の額⼜は
出資の総額 常勤

製造業、建設業、運輸業 ３億円 ３００⼈

卸売業 １億円 １００⼈

サービス業（※１） ５千万円 １００⼈

⼩売業 ５千万円 ５０⼈

ゴム製品製造業（※２） ３億円 ９００⼈

ソフトウェア業⼜は情報処理サービス業 ３億円 ３００⼈

旅館業 ５千万円 ２００⼈

その他の業種 ３億円 ３００⼈
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業種分類
従業員
常勤

商業・サービス業
（宿泊業・娯楽業除く） ５⼈以下

サービス業のうち
宿泊業・娯楽業 ２０⼈以下

製造業その他 ２０⼈以下

※１ ソフトウェア業⼜は情報処理サービス業、旅
館業を除く。

※２ ⾃動⾞⼜は航空機⽤タイヤ及びチューブ製
造業並びに⼯業⽤ベルト製造業を除く。

＜中⼩企業の定義＞ ＜⼩規模事業者の定義＞



１．ＩＴ導⼊補助⾦2022の概要（申請の流れ）
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 補助事業者（中⼩企業・⼩規模事業者等）はＩＴ導⼊補助⾦事務局に登録された「ＩＴ
導⼊⽀援事業者」とパートナーシップを組んで申請することが必要です。

■補助⾦スキーム

ＩＴ導⼊補助⾦事務局

補助事業者
（中⼩企業・⼩規模事業者等）
・補助⾦申請・審査・採択・交付決定を経て、
ＩＴツールの契約・購⼊を⾏い、補助⾦を受け
取る

ＩＴ導⼊⽀援事業者（※１）
（メーカー・ＩＴベンダー等）

・補助事業者に対してＩＴツールを販売し、サポートを
⾏う。
・ＩＴ導⼊補助⾦事務局に事業者登録・ＩＴツール
登録を⾏う。

補助⾦申請 補助⾦交付 ＩＴ導⼊⽀援事業者登録
ＩＴツール登録

各種指導

・ＩＴツールの購⼊
・補助⾦申請の相談

・ＩＴツールの販売
・補助⾦申請のサポート
・アフターサポート

＜パートナーシップ＞

（※１）補助事業者と共に事業を実施するパートナーとして、補助事業者にＩＴツールの説明、導⼊、運⽤⽅法の相談等や補助⾦の交付申請や
実績報告書等の事務局に提出する各種申請・⼿続きのサポートを実施。
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１．ＩＴ導⼊補助⾦2022の概要

 「通常枠」、「デジタル化基盤導⼊枠」、「セキュリティ対策推進枠」の３枠を同時申請することも可能。

枠・類型名
通常枠 デジタル化基盤導⼊枠（※）

セキュリティ対策推進枠
A類型 B類型 デジタル化基盤導⼊類型

補助額 ３０万円〜
１５０万円未満

１５０万円〜
４５０万円以下

５万円〜
５０万円以下

５０万円超〜
３５０万円 ５万円〜１００万円

補助率 １／２以内 ３／４以内 ２／３以内 １／２以内

機能要件・
プロセス数 １プロセス以上 ４プロセス以上 １機能以上 ２機能以上 (独)情報処理推進機構が公表する「サー

バーセキュリティお助け隊サービスリスト」
に掲載されているいづれかのサービス補助対象ツール 労働⽣産性の向上に資するITツール 会計・受発注・決済・ECの各ソフト

補助対象経費 ソフトウェア購⼊費、クラウド利⽤料
(最⼤１年分)、導⼊関連費

ソフトウェア購⼊費、
クラウド利⽤料(最⼤２年分)、
導⼊関連費、ハードウェア購⼊費

サービス利⽤料
(最⼤２年分)

労働⽣産性の
伸び率の設定

〇
１年後…３％以上、３年後…９％以上
及びこれらと同等以上、の数値⽬標を作成

×
〇

１年後…３％以上及びこれらと
同等以上の、数値⽬標を作成

賃上げ⽬標 加点 必須 加点 加点

（※）デジタル化基盤導⼊枠には複数の事業者が共同で申請する『複数者連携ＩＴ導⼊類型』もあります。



１．ＩＴ導⼊補助⾦2022の概要 【通常枠（Ａ・B類型）】
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 業務効率化やＤＸに向けて⾏うＩＴツールの導⼊を⽀援。

Ａ類型

補助率
１／２

補助額
３０万円〜

１５０万円未満

労働⽣産性伸び率
の設定必須

賃上げ⽬標加点

B類型

補助率
１／２

補助額
１５０万円〜
４５０万円以下

労働⽣産性伸び率
の設定必須

賃上げ⽬標必須

顧客対応・
販売⽀援

決済・債権債務
・資⾦回収管理

調達・供給・
在庫・物流

会計・財務・
経営

総務・⼈事・
給与・労務・
教育訓練・
法務・情シス

業務固有
プロセス

汎⽤・⾃動化・
分析ツール

業務プロセス

１プロセス以上（※１） ４プロセス以上

（※１）汎⽤・⾃動化・分析ツールのみの申請は不可補助対象経費

ソフトウェア

オプション（拡張機能・データ連携ツール・セキュリティ） 役務（導⼊コンサル・マニュアル作成、研修・保守 等） クラウド利⽤料１年分

汎⽤プロセス



1．ＩＴ導⼊補助⾦2022の概要 【デジタル化基盤導⼊枠】
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 2023年10⽉から始まるインボイス制度の対応を⾒据え、企業間取引のデジタル化を強⼒に推進。

デジタル化基盤導⼊類型
補助額

５万円〜５０万円以下
５０万円超〜３５０万円

補助率
３／４ （ ５万円〜５０万円以下）
２／３（５０万円超〜３５０万円）

労働⽣産性伸び率
の設定加点

会計ソフト 受発注ソフト 決済ソフト ＥＣソフト

（※）下記４ツールのうち、１ツール導⼊の場合は上限５０万円、
２ツール以上の場合は上限３５０万円

補助対象経費

ソフトウェア

オプション（拡張機能・データ連携ツール・セキュリティ） 役務（導⼊コンサル・マニュアル作成、研修・保守 等） クラウド利⽤料２年分

パソコン・タブレット等 〜１０万円 ／ レジ・券売機等 〜２０万円 いずれも補助率１／２

補助対象のＩＴツール

パソコン・タブレット、レジ・券売機等のハードウェア

補助率3/４

補助率2/3

0
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400

0 100 200 300 400 500 600

ＩＴツールの補助率・補助上限額の関係

対象経費（万円）

補助⾦額（万円）
（例）補助対象経費100万円の場合
①補助額5万円〜50万円以下部分
補助額500,000円の補助率は3/4の
ため補助対象経費は666,667円となります。
②補助額50万円超〜350万円部分
残りの補助対象経費333,333円は補
助率2/3のため補助額は222,222円と
なります。
③最終的な補助額
申請可能な補助額の合計は、722,222円
となります。



１．ＩＴ導⼊補助⾦2022の概要 【類型別チャート】
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 導⼊するＩＴツールと補助⾦申請額から類型と賃上げ⽬標の要件を確認してください。

導⼊するソフトウェアは、
「会計」・「受発注」・「決済」
・「ＥＣ」の機能を有する。

導⼊するソフトウェアは、
「会計」・「受発注」・「決済」
・「ＥＣ」の機能を２機能以上
有するする。

【通常枠（Ａ or Ｂ）類型】

【デジタル化基盤導⼊類型】
で、補助額350万円以下の
申請が可能。

【デジタル化基盤導⼊類型】
で、補助額50万円以下の
申請が可能。

YES

NO

NO

YES

※「会計」・「受発注」・「決済」の機能を有するソフトウェアであっても、
通常枠（A or B）類型に申請することは可能ですが補助率は
１／２となります。



１．ＩＴ導⼊補助⾦2022の概要 【セキュリティ対策推進枠】
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 サイバー攻撃事案の潜在リスクが⾼まっていることを踏まえ、中⼩企業等のサイバーセキュリティ
対策強化を⽀援。

補助率
１／２

補助額
５万円〜１００万円未満

労働⽣産性伸び率
の設定必須

賃上げ⽬標加点

補助対象経費
「サイバーセキュリティお助け隊サービス」の

サービス利⽤料最⼤２年分

サイバーセキュリティお助け隊サービス
相談窓⼝、システムの異常の監視、緊急時の対応⽀援、簡易サー
ビス保険など中⼩企業のサイバーセキュリティ対策に不可⽋な各種
サービス内容を要件としてまとめた基準を満たすワンパッケージサービス

（2022年10⽉時点で18サービス）

出典︓(独)情報処理推進機構より https://www.ipa.go.jp/security/otasuketai-pr/index.html#service_title

（独）情報処理推進機構（IPA）

「サイバーセキュリティお助け隊サービス」HP
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２．活⽤事例

11出典︓中⼩企業基盤整備機構 「IT導⼊補助⾦活⽤事例」より https://it-case.smrj.go.jp/2020/pocketmarche

中⼩企業基盤整備機構



２．活⽤事例

12出典︓中⼩企業基盤整備機構 「IT導⼊補助⾦活⽤事例」より https://it-case.smrj.go.jp/2021/ksystem

中⼩企業基盤整備機構
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２．活⽤事例
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３．採択状況・公募スケジュール
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通常枠（Ａ・Ｂ類型） デジタル化基盤導⼊枠（デジタル化基盤導⼊類型）

（申請数） （採択率）
（採択率）（申請数）
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通常枠（申請数・採択率）
【全国】

申請数 採択率

セキュリティ対策枠 デジタル化基盤導⼊枠（複数社導⼊類型）

締切り 申請数 採択数 採択率
１次 １３ １３ 100％
２次 ２０ １９ 95％

平均採択率（全国） 約54％ 平均採択率（全国） 約83％

締切り 申請数 採択数 採択率
１次 １ １ 100％
２次 ３ １ 33％



 補助⾦申請スケジュール

通常枠（Ａ・Ｂ類型）
第７次締切り 10⽉31⽇（⽉）17:00
第８次締切り 11⽉28⽇（⽉）17:00
第９次締切り 12⽉22⽇（⽊）17:00

セキュリティ対策推進枠
第４次締切り 11⽉28⽇（⽉）17:00
第５次締切り 12⽉22⽇（⽊）17:00
第６次締切り 令和５年１⽉19⽇（⽊）17:00
第７次締切り 令和５年２⽉16⽇（⽊）17:00

デジタル化基盤導⼊枠
（デジタル化基盤導⼊類型）

第１６次締切り 11⽉28⽇（⽉）17:00
第１７次締切り 12⽉22⽇（⽊）17:00
第１８次締切り 令和５年１⽉19⽇（⽊）17:00

デジタル化基盤導⼊枠（複数社導⼊類型）
第３次締切り 10⽉31⽇（⽉）17:00
第４次締切り 11⽉30⽇（⽔）17:00

３．採択状況・公募スケジュール

IT導入補助金コールセンター

IT導入補助金ホームページ

https://www.it-hojo.jp
16
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４．参考・お問合せ先
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 本説明に関するお問い合わせ先

四国経済産業局 製造産業情報政策課
電話 ０８７－８１１－８５２０
メール sik-info@meti.go.jp

 ＩＴ導⼊補助⾦事務局のお問い合わせ先

電話 【ナビダイヤル 】０５７０－６６６－４２４
【ＩＰ電話等からのお問合せ先】０４２－３０３－９７４９

【ポータルサイト】 https://www.it-hojo.jp
【よくある質問】 https://www.it-hojo.jp/faq/

 公募要領（令和４年１０⽉７⽇更新）

【通常枠（ＡorＢ）】
https://www.it-hojo.jp/r03/doc/pdf/r3_application_guidelines.pdf

【デジタル化基盤導⼊枠】
https://www.it-hojo.jp/r03/doc/pdf/r3_application_guidelines_digitalwaku.pdf

【セキュリティ対策推進枠】
https://www.it-hojo.jp/r03/doc/pdf/r3_application_guidelines_security.pdf



４．参考・お問合せ先
 ⽣産性向上に取り組む中⼩企業等がデジタル関連のハード・ソフトウェア導⼊に活⽤できる補助⾦やデジタル

化・サイバーセキュリティに関する⽀援サイト・相談窓⼝を紹介。

デジタル化等に関する各種⽀援サイト 設備投資、開発予算の補助⾦
①ものづくり補助⾦
（企業向け、事業期間最⼤約１年、設備投資）

• ⾰新的製品・サービスの開発⼜は⽣産プロセス等の改善に必要な設備投資等を⽀援
補助⾦額750万円〜3,000万円、補助率1/2〜2/3
【⼀般型】
・通常枠
・回復型賃上げ・雇⽤拡⼤枠、デジタル枠
・グリーン枠
【グローバル展開型】

• 出典︓ものづくり補助⾦事務局サポートセンター https://portal.monodukuri-hojo.jp/

②事業再構築補助⾦
（中⼩・中堅企業・個⼈事業主・組合等向け、事業期間最⼤14ヵ⽉、設備投資）

• 新分野展開、事業・業種転換等の取組、事業再編等を⽬指す企業等の設備投資を⽀援
【通常枠】、【⼤規模賃⾦引上枠】、【回復・再⽣応援枠】、【最低賃⾦枠】、
【グリーン成⻑枠】、【緊急対策枠】

• 出典︓事業再構築補助⾦事務局 https://jigyou-saikouchiku.go.jp/

④事業承継・引継ぎ補助⾦
（中⼩企業・⼩規模事業者向け、設備投資、廃業⽀援費等）

• 事業承継やM&Aを契機とした経営⾰新等への挑戦や、M&Aによる経営資源の引継ぎ、廃
業・再チャレンジを実施
補助上限最⼤600万円、補助率1/2〜2/3
【経営⾰新事業】、【専⾨家活⽤事業】、【廃業、再チャレンジ事業】

• 出典︓事業承継・引継ぎ補助⾦事務局 https://jsh.go.jp/r3h/materials/

①IT戦略ナビ/（企業向け、ウェブサイト）
• Web上で質問に回答していくと、「どのようにITを活⽤しビジネスを成功させるか」というス
トーリーをまとめた「IT戦略マップ・導⼊プラン」が作成され、⾃社の課題等を⾒える化できる。

• 課題解決に役⽴つ「ITソリューションツール」も確認できる。
• 出典︓中⼩企業基盤整備機構 https://it-map.smrj.go.jp/

②ここからアプリ/（中⼩・⼩規模事業者・⽀援機関向け、ウェブサイト）
「使いやすい」、「導⼊しやすい」と思われる業務⽤アプリを紹介している。

• アプリ掲載に加え、実際のITツールを導⼊した事業者の事例や、⽀援機関が活⽤できる。
IT⽀援⼒アップミニ講座なども配信。

• 出典︓中⼩企業基盤機構 https://ittools.smrj.go.jp/

詳細は各HPページ等よりご確認ください。 19

③E-SODAN/（中⼩企業向け、ウェブサイト）
• 経営に関するお悩みに対し、専⾨家が監
• 修する回答集のなかから、AIによる回答や関連する情報等を提⽰。
• 専⾨家と直接チャットで経営に関する相談もできる。
• 出典︓中⼩企業基盤機構 https://bizsapo.smrj.go.jp/

⑥情報セキュリティ安⼼相談窓⼝/
（国⺠向け、電話︓03-5978-7509、メール︓anshin@ipa.go.jp）

• ⼀般的な情報セキュリティ（ウイルスや不正アクセス）に関する技術的な相談に対してアド
バイスを提供する窓⼝。

• 被害に遭った際だけでなく普段のパソコン操作にも役⽴つ資料をご紹介。
• 出典︓情報処理推進機構 https://www.ipa.go.jp/security/anshin/

⑤SECURITY ACTION/（IT活⽤⼊事業者向け）
• 情報セキュリティ対策に取組むことを⾃⼰宣⾔する制度。
• ⾃⼰宣⾔はIT導⼊補助⾦やものづくり補助⾦の申請要件。
• 出典︓情報処理推進機構 https://www.ipa.go.jp/security/security-action/

③⼩規模事業者持続化補助⾦
（⼩規模事業者等向け、事業期間約半年、設備投資）
• 経営計画を⾃ら策定し、商⼯会、商⼯会議所の⽀援を受けながら取り組む販路開拓等の

取り組みを⽀援
補助⾦額50万円〜200万円、補助率2/3
【賃⾦引上げ枠】、【卒業枠】、【後継者⽀援枠】、【創業枠】、【インボイス枠】

• 出典︓全国商⼯会連合会 https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/

④IT経営簡易診断/（中⼩企業等向け）
• 専⾨家との3回の⾯談を通して経営課題・業務課題を全体最適の視点から整理・⾒える
化し、IT活⽤可能性を無料で提案。

• 出典︓中⼩企業基盤整備機構
https://www.smrj.go.jp/sme/enhancement/diagnosis/index.html



ご静聴ありがとうございました。

四国経済産業局
製造産業・情報政策課

０８７－８１１－８５２０
https://www.shikoku.meti.go.jp/
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